
 

 

                             

３  岐阜県工業用水道事業の業務の状況 

 

 

可茂地域は、東海環状自動車道東回りの整備開通に伴い、交通の利便性が格段に向上し、安定した地盤

など立地に恵まれた環境であることから企業進出が進んでいます。 

  可茂工業用水道事業については、美濃加茂市内の企業へ給水を行っており、今後も水需要を見極めなが

ら、新規需要の開拓に引き続き最善の努力をする方針です。 

 

 

令和７年度（上半期）の状況 

 

１  概        況 

 

区        分 今   期 前 年 同 期 比 較 増 減 対前年比率      

給水先事業所         13ヵ所          13ヵ所          0ヵ所     100.0 ％ 

契 約 水 量           5,652㎥/日      5,568㎥/日        84㎥/日     101.5 ％ 

 

 

２  経理の状況       

本年度９月末までの経理状況は次のとおりで、前年同期と比べ、収益は0.5％の減少、費用は3.4％の

増加となっています。収益の減少については給水収益の減少によるものであり、費用の増加については、

修繕費の増加によるものです。 

 

     経理の状況 

区         分 今       期 前 年 同 期 比 較 増 減 対前年比率      

 

収     益 

            円 

    48,373,036  

            円 

    48,634,753  

            円 

 △    261,717 

          ％ 

        99.5 

費     用     10,947,255      10,588,421        358,834         103.4 

差     引     37,425,781      38,046,332   △  620,551         98.4 

                                               （減価償却費を除く。） 



 

 

  

                             令和７年度岐阜県工業用水道事業残高試算表 

                   （令和７年９月３０日現在）                    （単位：円） 

 

 

              1,595,868,328 

              1,392,435,784 

                203,432,544 

                237,890,001 

                226,285,835 

                  8,737,916 

          2,217,300 

                    648,950 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

206,006,172 

 

 

 

 

 

 

 

                 10,947,255 

                 10,460,314 

                    486,941 

              1,844,705,584 

     固 定 資 産          

       有 形 固 定 資 産         

       無 形 固 定 資 産         

     流 動 資 産          

       現 金 預 金         

       未 収 金         

       前   払     金 

       その他流動資産         

     固 定 負 債          

    企 業 債 

他 会 計 借 入 金 

       引 当 金         

     流 動 負 債          

    企 業 債 

他 会 計 借 入 金 

     その他流動負債         

繰 延 収 益 

  長 期 前 受 金*1 

  長期前受金収益化累計額*2 

     資 本 金          

     剰 余 金          

       資 本 剰 余 金         

       利 益 剰 余 金         

     工業用水道事業収益          

       営 業 収 益         

       営 業 外 収 益         

     工業用水道事業費用          

       営 業 費 用         

       営 業 外 費 用         

     合 計          

            

           

 

 

 

 

 

 

           525,549,701 

           128,167,942 

395,698,415 

1,683,344 

            35,455,315 

             7,350,727 

            23,276,378 

             4,828,210 

237,894,920 

443,901,092 

 

          850,284,550 

           147,148,062 

            76,293,396 

            70,854,666 

            48,373,036 

            48,282,501 

                90,535 

 

 

 

         1,844,705,584 



 

 

令和６年度岐阜県工業用水道事業決算について 

 

令和６年度は、美濃加茂市内の12法人（13事業所）に対して給水を行いました。 

 

１ 給水量 

年間給水量は、7.4％の増加となりました。 

 

  給 水 実 績         

区              分 令和６年度 令和５年度 比 較 増 減       対前年比率 

 

可茂工業用水道事業 

            ㎥ 

     2,082,286 

            ㎥ 

     1,939,593 

            ㎥ 

142,693 

          ％ 

       107.4 

 ２ 収益的収入・支出 

   事業収益は、前年度に比べ4.4％の減少となりました。これは主に、給水収益の減少によるものです。 

また、事業費用は、前年度に比べ0.5％の減少となりました。これは主に、負担金補助及び交付金の減

少によるものです。 

以上の結果、当年度純利益は33,135,644円となりました。 

 

  収益的収入・支出 

区              分 令和６年度 令和５年度 比 較 増 減       対前年比率 

 

工業用水道事業収益            

           円 

  108,101,468 

           円 

  113,099,373 

            円 

△4,997,905 

          ％ 

        95.6 

 営 業 収 益              98,240,128 102,994,893 △4,754,765         95.4 

営 業 外 収 益               9,861,340     10,104,480 △  243,140         97.6 

工業用水道事業費用                74,965,824     75,380,351   △  414,527         99.5 

 営 業 費 用              73,654,705 73,618,548        36,157        100.0 

営 業 外 費 用               1,311,119  1,758,749 △  447,630         74.5 

特 別 損 失                       0      3,054 △    3,054         皆減 

当 年 度 純 利 益     33,135,644     37,719,022   △4,583,378         87.8 

 

３ 資本的収入・支出 

   資本的収入は、前年度と同様に０円となりました。 

また、資本的支出は、前年度に比べ5.2%の減少となりました。これは主に、建設改良費の減少によるも

のです。 

 

 

 



 

 

 

資本的収入・支出 

区              分 令和６年度 令和５年度 比 較 増 減       対前年比率 

 

資 本 的 収 入            

       円 

0 

       円 

             0 

               円  

△               0 

         ％ 

          - 

 企 業 債 0 0 0    - 

資 本 的 支 出            43,199,871 45,556,494 △    2,356,623 △     94.8 

 建 設 改 良 費                        0   2,552,000 △    2,552,000 皆減 

企 業 債 償 還 金               19,923,493 19,728,116       195,377 101.0 

長期借入金償還金      23,276,378 23,276,378           0       100.0 

差         引 △   43,199,871 △   45,556,494     2,356,623 △     9\4.8 

 

令和６年度岐阜県工業用水道事業損益計算書 

                         （令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）         （単位：円） 

１  営 業 収 益              

  (1) 給 水 収 益                       98,240,128     98,240,128 

２  営 業 費 用                

  (1) 原 水 及 び 浄 水 費             *3        19,600,036 

  (2) 総 係 費             *4         4,014,870 

  (3) 減 価 償 却 費             *5        50,039,799        73,654,705    

      営 業 利 益                                                              24,585,423 

３  営 業 外 収 益                                  

  (1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金                           2,111 

  (2) 長 期 前 受 金 戻 入*1         9,840,784 

  (3) 雑 収 益             18,445         9,861,340 

４ 営 業 外 費 用              

  (1) 支払利息及び企業債取扱諸費                      1,311,119         1,311,119            8,550,221 

    経 常 利 益                                                             33,135,644 

当 年 度 純 利 益                                                                33,135,644 

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金                                                                       0 

その他未処分利益剰余金変動額                          37,710,022 

当年度未処分利益剰余金                                                                70,854,666 



 

 

令和６年度岐阜県工業用水道事業貸借対照表 

                                      （令和７年３月３１日）                    （単位：円） 

 

                                     資 産 の 部              

１  固 定 資 産            

  (1) 有形固定資産          

    イ 土 地                              284,693,224 

    ロ 構 築 物             1,847,323,140 

        減価償却累計額           △  817,189,449     1,030,133,691 

    ハ  機 械 及 び 装 置                47,431,817 

        減価償却累計額           △   32,834,447        14,597,370 

ニ  工具､器具及び備品                4,950,000 

        減価償却累計額           △    2,673,000         2,277,000 

   ホ 建 設 仮 勘 定        *7                     60,213,299 

        有形固定資産合計                                      1,391,914,584 

  (2) 無形固定資産        

    イ ダ ム 使 用 権                                 203,432,544 

        無形固定資産合計                                           203,432,544 

        固 定 資 産 合 計                                                                1,595,347,128 

２  流 動 資 産        

   (1) 現 金 預 金                                                   197,132,301 

   (2) 未 収 金                                                       9,183,704 

       流 動 資 産 合 計                                                                   206,316,005 

       資 産 合 計                                                                 1,801,663,133 

 

                                     負 債 の 部              

３  固 定 負 債        

(1) 企  業  債 

イ 建設改良費等の財源に                         128,167,942 

         充てるための企業債 

         企 業 債 合 計                                           128,167,942 

(2) 他 会 計 借 入 金 

イ 建設改良費等の財源に                         395,698,415 

         充てるための長期借入金 

         他会計借入金合計                                           395,698,415 

  (3) 引 当 金       *8                                         

     イ  退職給付引当金                           1,683,344 

      引 当 金 合 計                                             1,683,344 

        固 定 負 債 合 計                                                             525,549,701 

 

４  流 動 負 債        

(1) 企  業  債 

イ 建設改良費等の財源に                           14,625,710 

        充てるための企業債 

        企 業 債 合 計                                             14,625,710 

(2) 他 会 計 借 入 金 



 

 

イ 建設改良費等の財源に                           23,276,378 

        充てるための長期借入金 

        他会計借入金合計                                             23,276,378 

(3) 未 払 金                                               2,427,625 

(4) 引 当 金 

    イ  賞 与 引 当 金                               456,187 

 引 当 金 合 計                                                  456,187 

      流 動 負 債 合 計                                                                     40,785,900 

５  繰 延 収 益     

   長 期 前 受 金*1                            443,901,092 

   収 益 化 累 計 額*2                       △206,006,172 

   繰 延 収 益 合 計                                                               237,894,920 

      負 債 合 計                                                                       804,230,521 

 

                                     資 本 の 部              

６  資 本 金                                                          850,284,550 

７  剰 余 金        

  (1) 資 本 剰 余 金        

    イ  その他資本剰余金                               76,293,396 

         資本剰余金合計                                                 76,293,396 

  (2) 利 益 剰 余 金                                                             

    イ  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金                                70,854,666 

       利益剰余金合計                                                  70,854,666 

       剰 余 金 合 計                                                                  147,148,062 

       資 本 合 計                                                                  997,432,612 

       負 債 資 本 合 計                                                                1,801,663,133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  用語解説 

 

 

 ＊１ 長期前受金、長期前受金戻入 

    減価償却を行う固定資産の取得又は改良に充てるため補助金等の交付を受けた場合において、 

   その交付を受けた金額に相当する額を長期前受金として計上します。 

    また、長期前受金として計上した額のうち、当年度の減価償却見合い分を長期前受金戻入とし 

   て計上します。 

 

 ＊２ 長期前受金収益化累計額 

    長期前受金戻入をした額の合計です。 

 

  ＊３ 原水及び浄水費 

        主に工業用水を作ったり、施設を維持するための費用です。 

 

  ＊４ 総係費 

        主に事業の経営管理などを行うための費用です。 

 

  ＊５ 減価償却費 

        建物や機器等の固定資産は、使用や時間の経過によってその経済的価値が減少していきます。この 

      減少額を毎事業年度の費用として配分することを減価償却といいます。 

 

  ＊６ 資産減耗費 

        固定資産が使用によって滅失し、また機能的に使用に耐えなくなったときは、この固定資産を廃棄 

      します。この場合、固定資産の減価償却費として費用化されていない額を資産減耗費として計上しま 

す。 

 

＊７ 建設仮勘定 

        巨額の資産の建設等については、完成までその建設期間中の資産について、一時的に使用する勘定 

      科目（建設仮勘定）で整理します。 

 

＊８ 引当金 

        将来発生する費用に備えるために計上する科目です。 

工業用水道事業会計には退職給付引当金と賞与引当金、その他引当金の三つがあります。 

 

 


